
税
源
移
譲
で
税
制
が
改
正

�
�
�
�
�
�
�
�
	


�
�


�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
	

�
�


��

�
�
�
（
①
）��
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
（
②
）��
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	
�


�
�



（
③
）��
�
�
�
�
�
�
	


�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	


�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	


�
�


�

�
�
�
�
�
�
�
�
	


�
�


�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
��

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
（
④
）��
�
�
�
�
�
�
�
	

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
	


�

そ
の
ほ
か
の
主
な
改
正
点

■
定
率
減
税
廃
止

�
�
�
�
�
�
�
�

■　

歳
以
上
の
人
の
非
課
税
廃
止
に

６５
伴
う
経
過
措
置
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■
個
人
の
市
県
民
税
所
得
割
の
分
離

課
税
等
に
係
る
税
率
割
合
等
の
改
正
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広報あんじょう　2007.6.1 �

①市県民税所得割の変更

●市民税
平成１８年度分まで�所得に応じて税率３～１０％
平成１９年度分から�一律６％
●県民税
平成１８年度分まで�所得に応じて税率２～３％
平成１９年度分から�一律４％

合計で一律１０％に　

②税源移譲

　「地方にできることは地方に」という国の方
針により、行われている政策。所得税と住民税
の税率を変えることで、国の税収を減らし、地
方の税収を増やすものです。地方は必要な財源
を直接確保できるようになるため、身近な行政
サービスを効率的に行うことができます。

③所得税の税率変更

　税率が６段階に細分化されました。また、市
県民税と所得税の基礎控除や扶養控除などには
差があるため、税率を変更するのみでは、税負
担が増えてしまいます。この軽減のため、調整
控除が創設されました。

④定率減税廃止

　所得税は平成１９年分から、市県民税は平成１９
年度分から廃止になります。定率減税とは、平
成１１年度から、景気対策のための暫定的な税負
担軽減措置として導入された制度です。
※平成１８年分の所得税は税額の１０％相当（上限
１２．５万円）、平成１８年度の市県民税は税額の
７．５％相当（上限２万円）が控除されていました。
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●
対
象

①
１
月
２
日
以
降
に
生
活
保
護
法
の

　

規
定
に
よ
る
保
護
を
受
け
た
人
。

②
１
月
２
日
以
後
に
死
亡
し
た
人
で
、

　

平
成　

年
中
の
合
計
所
得
金
額
が

１８

　
　

万
円
以
下
の
人
。（
1
月
２
日
以

５００

　

後
に
死
亡
し
た
人
の
納
税
通
知
書

　

は
相
続
人
に
送
付
）

③
１
月
１
日
の
時
点
で
勤
労
学
生
だ

　

っ
た
人
。（
※
注
）

④
平
成　

年
中
の
合
計
所
得
金
額
が

１８

　
　

万
円
以
下
の
単
身
世
帯
の
人
で
、

５００

　

病
気
な
ど
に
よ
り
平
成　

年
中
の

１９

　

所
得
が
平
成　

年
中
の
所
得
の
半

１８

　

分
以
下
に
な
る
と
見
込
ま
れ
る
人
。

⑤
平
成　

年
中
の
合
計
所
得
金
額
が

１８

　
　

万
円
以
下
の
扶
養
家
族
が
あ
る

５００

　

人
で
、
病
気
な
ど
に
よ
り
平
成　
１９

　

年
中
の
所
得
が
平
成　

年
中
の
所

１８

　

得
の
半
分
以
下
に
な
る
と
見
込
ま

　

れ
る
人
。

⑥
火
災
な
ど
の
災
害
に
よ
り
被
害
を

　

受
け
た
人
。

※
注　

次
の
条
件
す
べ
て
に
該
当
す

る
人
の
こ
と
で
す
。

�
給
与
所
得
な
ど
の
勤
労
に
よ
る
所

得
が
あ
る

�
合
計
所
得
金
額
が　

万
円
以
下
で
、

６５

勤
労
に
よ
ら
な
い
所
得
が　

万
円
以

１０

下
�
中
学
校
・
高
等
学
校
・
大
学
・
高

等
専
門
学
校
・
専
修
学
校
・
各
種
学

校
な
ど
の
学
生
・
生
徒

●
減
免
額

①
・
②
・
③　

申
請
の
日
以
後
に
納

期
が
到
来
す
る
税
額
の
全
額

④
・
⑤　

申
請
の
日
以
後
に
納
期
の

到
来
す
る
税
額
の
２
分
の
１
相
当
額

⑥　

被
害
の
状
況
に
応
じ
て
定
め
ら

れ
た
額

●
申
請
期
限

①
〜
⑤　

各
納
期
限
の
７
日
前
ま
で

⑥　

災
害
の
日
か
ら　

日
以
内

３０

〈
平
成　

年
度
納
期
限
〉

１９

第
１
期　

７
月
２
日

第
２
期　

８
月　

日
３１

第
３
期　
　

月　

日

１０

３１

第
４
期　

来
年
１
月　

日
３１

●
申
請
方
法　

市
民
税
県
民
税
減
免

申
請
書
を
記
入
し
て
市
税
課
市
民
税

係
へ（
申
請
書
は
同
係
に
あ
り
ま
す
）

市
県
民
税（
住
民
税
）と
は
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住
民
税
の
内
訳
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�
�

�
�
�
�
�
（
均
等
割
）��
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	
（
所
得
割
）�

�
�
�
�
�
�
�
�
	

納
付
方
法

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
	

�
�

�
�
�
�
�

●
特
別
徴
収　

給
与
か
ら
天
引
き
で

納
め
る
方
法

●
普
通
徴
収　

市
役
所
か
ら
送
る
納

税
通
知
書（
納
付
書
）で
納
め
る
方
法

課
税
さ
れ
な
い
人

■
所
得
割
も
均
等
割
も
か
か
ら
な
い
人

�
１
月
１
日
現
在
に
、
生
活
保
護
法

の
規
定
に
よ
る
生
活
扶
助
を
受
け
て

い
る
人

�
１
月
１
日
現
在
に
、
障
害
者
・
未

成
年
者
・
寡
婦（
夫
）で
、
前
年
の
合

計
所
得
金
額
が　

万
円
以
下
の
人

１２５

■
均
等
割
が
か
か
ら
な
い
人

�
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
一
定
額

（
※
）以
下
の
人

�
扶
養
親
族
が
い
な
い
場
合�
　

万
３２

円
。
扶
養
親
族
が
い
る
場
合�
　

万
３２

円
×（
１
＋
扶
養
親
族
数
）＋　

万
９

１８

０
０
０
円

■
所
得
割
が
か
か
ら
な
い
人

�
前
年
の
総
所
得
金
額
等
が
一
定
額

（
※
）以
下
の
人

�
扶
養
親
族
が
い
な
い
場
合�
　

万
３５

円
。
扶
養
親
族
が
い
る
場
合�
　

万
３５

円
×（
１
＋
扶
養
親
族
数
）＋　

万
円

３２


